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第１章 人口ビジョン 

第１節 人口ビジョンとは 

１. 人口ビジョンの位置づけ 

 

阿久根市人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊

重し、阿久根市における人口の現状分析を行い、人口に関する市民の意識を共有し、今

後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものである。そのため、本ビジョンは、

まち・ひと・しごとの創生の実現に向けて阿久根市における人口の現状と将来の展望を

提示し、策定を行った。 

また、本ビジョンは、今後 5 年間の目標や基本的方向、具体的な施策をまとめた「阿

久根市総合戦略」の策定に向けた基礎資料として策定を行う。 

 

２. 人口ビジョンの対象期間 

 

阿久根市人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間である 2015 年から

2060 年までを基本とする。また、将来人口推計は、国立社会保障・人口問題研究所の人

口推計を基礎数値として用いる。 

 

３. 国の人口ビジョン概要 

 

(1) 人口の現状 

我が国は、人口減少時代に突入しており、人口減少は「静かなる危機」と呼ばれる

ように、日々の生活においては実感しづらい問題である。 

 

◆人口減少が経済社会に与える影響◆ 
人口減少とともにある高齢化の進行、働き手の減少により、経済規模が縮小され、

国民所得の低下や働き手 1 人当たりの負担が増加する可能性がある。 

◆地域経済社会の維持への影響◆ 
地方の経済規模が縮小することにより、社会生活サービスの低下を招き更なる人口

の流出を引き起こし、将来的には無居住化の地域が生まれる。 

◆東京圏への人口の集中◆ 
人口が多い東京圏では、高齢者の増加により、介護や医療サービスの需要が一挙に

増大し、今後膨大な数の介護人材が追加的に必要となる。 

◆人口の多い東京圏での出生率の低下◆ 
若い世代が、住宅事情や子育て環境が厳しい東京圏へ集中することにより、地方に

比べより出生率が低い状況である。 
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(2) 将来の方向と今後の基本戦略 

 

3 つの基本視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「東京一極集中」の
是正

②若い世代の就労・
結婚・子育ての希望を 

実現

③地域の特性に即した
地域課題の解決

今後目指すべき将来の方向 

資料：まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（平成 26 年 12 月 27 日）
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第２節 人口の現況分析 

１. 人口と世帯 

 

阿久根市の人口は、昭和 25 年以降減少傾向となっており、昭和 45 年から昭和 49

年までの第 2 次ベビーブームでも人口の増加はみられず、平成 22 年国勢調査では

23,154 人である。世帯数は昭和 25 年以降増加し続け、昭和 60 年に 1 万世帯を超えた

ものの、平成 17 年から減少に転じ、平成 22 年は 9,830 世帯と 1 万世帯を下回る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年齢 3 区分別人口構成の推移では、昭和 60 年以降老年人口の割合は増加が続いてお

り、昭和 60 年時点で既に高齢社会（65 歳以上人口の割合が 14％超）、平成 2 年では超

高齢社会（65 歳以上人口の割合が 21％超）に突入している。平成 22 年の鹿児島県と

比較すると、老年人口の割合が鹿児島県より 8.7 ポイント高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

資料：国勢調査

資料：国勢調査
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阿久根市は、平成 13 年度策定の阿久根市都市計画マスタープランにより 7 つの地域

に分けられる。 

阿久根市の人口は市街地・赤瀬川地域に集中しており、全体の 4 割半ばを占めてい

る。地域別人口の推移をみると、全ての地域において人口は減少し続けており、人口

が集中している市街地・赤瀬川地域においても平成 12 年の 11,598 人から平成 22 年の

10,811 人に減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：地域図は阿久根市都市計画マスタープラン（平成 13 年 3 月）
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地域別の年齢 3 区分別人口割合をみると、どの地域も老年人口の割合は増加し続け

ており、鶴川内地域と西目地域、大川地域において平成 22 年老年人口割合が 4 割以上

であり、大川地域においては、生産年齢人口の割合を上回る老年人口の割合である。 

また、平成 22 年の地域の老年人口の割合を市全体と比べると、人口の集中している

市街地・赤瀬川地域と折多地域だけが、市全体の割合を下回っている。 
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後で急激に少なくなっている。 

国全体の人口ピラミッドと比較すると、阿久根市は男女ともに第 2 次ベビーブーム

の山がなく、65 歳まで徐々に増加している人口構造である。また、鹿児島県と比較す

ると、阿久根市は 20 歳前後の大きな人口減少はなく、65 歳以上は同様のピラミッド
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２. 自然動態と社会動態 

 

阿久根市の自然動態では、出生数が死亡数を下回る状況が続いており、出生数は減

少傾向で 20 年前の出生数と比べ、約半数まで減少している。また、死亡数は増加傾向

が続いている。出生数と死亡数の差が最も大きいは、平成 25 年の 274 人で、その差が

開きつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、社会動態では、転入数が転出数を下回る状況が続いており、転入数、転出数

ともに減少傾向である。転入数と転出数の差が最も大きいのは平成 10 年の 299 人であ

るが、近年では 100 人から 150 人程度で推移している。 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳（各年度）

資料：住民基本台帳（各年度）
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阿久根市の自然増減では、出生数が死亡数を下回る自然減の状態が続いており、特

に自然減の減少幅が年々大きくなっているため人口減少に大きな影響を与えている。 

社会増減では、平成 7 年に一度転入数が転出数を上回ったが、概ね転出数が多く人

口の減少に影響を与えている。平成 10 年や平成 18 年に飛び抜けて減少が発生してい

るものの、概ね社会減として 150 人前後の人口が毎年減少している。 

阿久根市の人口は、概ね一定の社会減と、増加しつつある自然減により影響を受け

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳（各年度末時点）、H7、H12、H17、H22 人口は国勢調査
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３. 結婚・出産の状況 

 

結婚について、20～39 歳の男女別未婚率の推移を 5 歳階級別にみると、男性に比べ

女性の未婚率は低いものの、30～34 歳男性を除き未婚率が増加傾向を示している。特

に平成 22 年の 35～39 歳では、鹿児島県の未婚率と比べると男性の割合は高く 4 割弱

であるが、女性の割合は低く 2 割である。阿久根市の未婚率は増加傾向にあり、晩婚

化傾向が進行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査
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県内市町村の 35～39 歳の未婚率の散布図をみると、男性が鹿児島県の未婚率より高

く、県内でも男性の未婚率が高い位置にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計特殊出生率は、人口統計上の指標であり、一人の女性が一生に産む子どもの

平均数である。 

阿久根市の合計特殊出生率は、鹿児島県人口動態統計の母親の年齢別出生数と阿

久根市住民基本台帳による 15～49 歳の女性の人口により、出生数を算出した。平成

22 年から平成 25 年までの 4 年間における合計特殊出生率の変化（実績値）をみると、

合計特殊出生率は増減を繰り返しており、4 年間の平均値は 1.56 である。 
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総人口に占める 15～49 歳女性の割合と人口動態保健所・市町村別統計の合計特殊

出生率（ベイズ推定値）の関係を県内市町村で比較を行った。 

ベイズ推定値とは、出生数や死亡数が少ない市町村において、偶然変動の影響を

受け、数値が不安定な動きを示す場合、観測データ以外にも対象に関する情報を推

定に反映させる、小地域に特有なデータの不安定性を緩和し、安定的な推定を行う

ことが可能とする推定手法である。 

 平成 22 年では、阿久根市は、鹿児島県の合計特殊出生率（1.62）より低く 1.60

であり、鹿児島県の総人口に占める 15～49 歳女性の割合（19.4％）よりも低い 15.9％

である。 
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４. 人口移動 

  

阿久根市の人口移動（転入・転出）を男女別年齢別に純移動数の動きを下図に示す。 

なお、純移動数がマイナスの場合は転出を示し、純移動数がプラスの場合は転入を

示している。 

15～19 歳の男性、15～29 歳の女性において転出が急激に多くなっており、特に 15

～24 歳は、高校生や大学生等が、進学や就職等により市外へ転出している状況である

と想定される。 

35～39 歳において、平成 25 年の男性のみ転入が超過しているものの、概ね男女と

もに転出の傾向である。35 歳前後を子育て世代と想定すると、子育て環境を求めて転

入、転出しているのではないかと考えられる。 

55～64 歳では、転入が多い傾向がみられる。転入は転出と異なり性別や年齢でのわ

かりやすい違いは見られないものの、50～69 歳の年齢は定年前後の年齢であり、定年

後等により第 2 の人生における転居や生まれ育った場所への U ターンなどが想定され

る。 

また、70 歳以降では転出者が多い傾向がみられ、市外に居住する子が高齢の親を都

市部に移住させることによる転出の可能性が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：住民基本台帳人口移動報告
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転入先、転出先として、県外（九州圏内）、県外（東京都）、県外（その他）、県内

（通勤・通学圏内）、県内（通勤・通学圏外）の 5 種類に区分して整理を行った。 

なお、県外（九州圏内）は鹿児島県を除く福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分

県、宮崎県の 6 県の合計とし、県内（通勤・通学圏内）は、国提供資料の平成 22 年通

勤通学率（不詳含まない）で、県内通勤・通学者のうち 0.1％以上の割合で通勤・通

学先となっている下記 4 市町を対象とした。 

 

 

 

 

平成 24年と平成 25年の 2か年における年齢別の転入先、転出先別の人口移動数は、

転入、転出ともに 20～24 歳が多く、次いで 25～29 歳であり、20 代の転入数は 2 年間

で 420 人、転出は 514 人で転入より転出が 94 人多い。45～74 歳の年齢では、転出よ

り転入が上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳人口移動報告
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また、平成 24 年と平成 25 年の 2 か年における転入先別の人口移動の割合では、54

歳までは県内からの割合が高く、65～74 歳では 7 割強から 7 割半ばが県外からの転入

であり、そのうち東京からの転入が 1 割半ばから 2 割弱を占めている。 

一方、転出先別の人口移動の割合では、15～24 歳、65～74 歳、85 歳以上において

県外転出者の割合が高いが、全体としては県内の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳人口移動報告
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○転入（転入元上位 5 市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳人口移動報告

行政名 転入数
1位 鹿児島市 113人
2位 出水市 92人
3位 薩摩川内市 46人
4位 福岡市 27人
5位 熊本市 21人
合計 654人

転入
H24

行政名 転入数
1位 鹿児島市 108人
2位 出水市 105人
3位 薩摩川内市 52人
4位 長島町 45人
5位 福岡市 29人
合計 679人

転入
H25
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○転出（転出先上位 5 市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳人口移動報告

行政名 転出数
1位 出水市 157人
2位 鹿児島市 116人
3位 薩摩川内市 85人
4位 福岡市 44人
5位 長島町 26人
合計 826人

転出
H24

行政名 転出数
1位 鹿児島市 159人
2位 出水市 146人
3位 薩摩川内市 65人
4位 福岡市 43人
5位 長島町 30人
合計 797人

転出
H25
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５. 産業動向 

 

阿久根市の産業別就業者数をみると、第 1 次産業及び第 2 次産業は減少傾向である

のに対し、第 3 次産業は平成 22 年を境に，減少へと転じている。 

産業別就業者構成比は、国や県と比べ第 1 次産業及び第 2 次産業の就業者の割合が

高く、第 1 次産業は 1 割半ばと県平均の約 1.5 倍の割合である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

資料：H22 国勢調査

資料：H22 国勢調査
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年齢階級別産業人口では、第 1 次産業である「Ａ農業、林業」は 70 歳以上が 4 割弱

で最も高い割合となっている。60 歳以上と合わせると 6 割半ばであり、農林業の高齢

化が深刻化している。また、「Ｂ漁業」も高齢化が目立つ状態となっている。 

一方、20 歳代の割合が最も多い産業は、「Ｇ情報通信業」であり、就業者の 4 割強

を占めている。 
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26.8%

30.6%

18.8%

32.8%

25.3%

19.3%

17.2%

28.6%

26.9%

22.0%
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23.0%
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21.8%

28.1%
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33.3%
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20.0%

14.0%
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17.8%

10.1%
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5.5%

26.9%

9.1%

19.2%

37.3%

30.3%

3.4%

3.4%

2.7%

8.6%

2.8%

11.4%

7.4%

4.2%

9.9%

2.3%

1.0%

1.6%

13.6%

2.5%

11.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ａ 農業，林業

Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業

Ｄ 建設業

Ｅ 製造業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ 情報通信業

Ｈ 運輸業，郵便業

Ｉ 卸売業，小売業

Ｊ 金融業，保険業

Ｋ 不動産業，物品賃貸業

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ 教育，学習支援業

Ｐ 医療，福祉

Ｑ 複合サービス事業

Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）

Ｔ 分類不能の産業

年齢階級別産業人口

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

資料：H22 国勢調査
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男女別産業大分類別人口

就業者数 男 就業者数 女 特化係数 男 特化係数 女

男女別産業大分類別人口をみると、男性では「Ａ農業、林業」や「Ｄ建設業」、「Ｅ

製造業」、「Ｉ卸売業、小売業」が多く、女性では「Ｅ製造業」や「Ｉ卸売業、小売業」、

「Ｐ医療、福祉」が多くなっている。 

各産業の特化係数は、本市の産業の就業者比率を全国の就業者比率で除したもので

あり、第 2 次、第 3 次産業では最も高いもので特化係数 3.7 程度（Ｑ複合サービス事

業の男）であるのに対し、第 1 次産業の「Ａ農業、林業」では第 3 次産業の最も高い

比率と同等であり、「Ｂ漁業」の男では特化係数 11.7 と高い値である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

産業別特化係数=市産業別就業者比率÷国産業別就業者比率

資料：H22 国勢調査
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第３節 将来人口の推計と人口の変化が将来に与える影響 

１. 国立社会保障・人口問題研究所の推計 

 

(1) 推計の概要 

① 推計期間 

平成 72 年（2060 年）までの 5 年ごと 

② 推計方法 

 5 歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法を使用。 

 コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人

口動態率や移動率などの仮定値を当てはめて将来人口を計算する方法。 

 5 歳以上の人口推計においては、生残率と純移動率の仮定値が必要。 

 0～4 歳人口の推計においては、生残率と純移動率に加えて、子ども女性

比及び 0～4 歳性比の仮定値によって推計。 

 本推計においては、①基準人口、②将来の生残率、③将来の純移動率、④

将来の子ども女性比、⑤将来の 0～4 歳性比が必要となる。 

③ 基準人口 

平成 22 年国勢調査人口 

④ 将来の生存率 

「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）か

ら得られる全国の男女・年齢別生残率を利用。 

⑤ 将来の純移動率 

原則として、平成 17（2005）～22（2010）年に観察された市区町村別・男女

年齢別純移動率を平成 27（2015）～32（2020）年にかけて定率で縮小させ、

平成 27（2015）～32（2020）年以降の期間については縮小させた値を一定と

する仮定を置いた。 

⑥ 将来の子ども女性比 

各市区町村の子ども女性比には市区町村間で明らかな差が存在するため、平

成 22（2010）年の全国の子ども女性比と各市区町村の子ども女性比との較差

をとり、その値を平成 27（2015）年以降平成 52（2040）年まで一定として市

区町村ごとに仮定値を設定。 

⑦ 将来の 0 歳から 4 歳性比 

「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）に

より算出された全国の平成 27（2015）年以降平成 52（2040）年までの 0～4

歳性比を各年次の仮定値とし、全自治体の 0～4 歳推計人口に一律に適用。 
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(2) 推計結果 

 

パターン 1（国立社会保障・人口問題研究所推計）の結果をみると、阿久根市の

2060 年の人口は 8,809 人であり、2010 年の 23,153 人から 14,344 人減少すること

が予測された。 

 

 

 

 

 

 

 

  

○基本的なコーホート要因法による人口推計方法（社人研、日本創生会議）
※各年齢区分において同様の方法で推計

ただし、0～4歳、90歳以上は以下の通り推計
■0～4歳の推計方法

■90歳以上

基準年の85歳以上の
5年後の社会増減状
況

年：2020年
性別：男性
年齢区分：90歳以上

＝
年：2015年
性別：男性
年齢区分：85歳以上

×
基準年の85歳以上の
5年後の自然増減状
況

＋

子ども女性比率
15～49歳女性人口に
対する0～4歳人口の
比（2020年）

×

男性割合
年：2020年
性別：男性
年齢区分：0～4歳

人口 基準人口 生存率 純移動率

人口
年：2020年
性別：男性
年齢区分：0～4歳

＝

人口
年：2020年
性別：女性
年齢区分：15～49歳

×

×

生存率
基準年の20～24歳の
5年後の自然増減状
況

＋

純移動率
基準年の20～24歳の
5年後の社会増減状
況

人口
年：2020年
性別：男性
年齢区分：25～29歳

＝

基準人口
年：2015年
性別：男性
年齢区分：20～24歳

23,153

21,332

19,643

17,974

16,408

14,958

13,588
12,244

10,982
9,832

8,809

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人） 将来人口の推移（パターン1 国立社会保障・人口問題研究所推計））

パターン1（国立社会保障・人口問題研究所推計）
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２. 日本創成会議の推計 

 

パターン 2 は、日本創成会議の推計結果である。 

日本創成会議の推計方法は、パターン 1 の推計より、純移動率を独自に設定して推

計を行っている。 

その結果、阿久根市の 2040 年の将来人口は、12,485 人となり、30 年間で 10,668 人

減少することが予測された。 
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0
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（人） 将来人口の推移（パターン2 日本創成会議推計）

パターン2（日本創成会議推計）
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３. 人口の変化が将来に与える影響 

 

(1) 小売店など民間利便施設の進出・撤退への影響  

人口の推移と卸売・小売業の事業所数の関係をみると、卸売業は、減少から横ば

いへと推移しているものの、小売業では人口減少と同様に減少し続けている。 

また、小売業の分類別事業所数の推移をみると、飲食料品小売業事業所数の減少

が続いている。 

社人研及び日本創成会議により、阿久根市の将来人口は減少することが予測され

ている。人口減少が引き起こす利用者の減少により、小売店等の民間利便施設が減

少することが予測される。また、施設の減少は、生活の利便性の低下を引き起こし、

人口減少に拍車が掛かる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：各年経済センサス、商業統計調査

人口は鹿児島県の統計調査より（各年 10 月 1 日時点人口）

資料：各年経済センサス、商業統計調査

※H24 年は、自動車・自転車小売業の分類がなく、機械器具小売業となっている

※H9～H19 は、無店舗小売業の分類がない
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(2) 地域の産業における人材（人手）の過不足への影響 

15 歳から 49 歳までの人口の推移をみると、各年齢層の人口は減少が続いている。 

また、各年齢層での産業区分別就業者数の推移をみると、年齢に関係なく就業者

数が減少している。特に第 2 次産業では、平成 12 年から平成 22 年までの 10 年間

で 3 割半ばから 4 割強ほど減少している。 

第２節の人口移動より、阿久根市では若い世代の流出が目立つ状況である。また、

鹿児島県に比べ第 1 次産業や第 2 次産業の就業者割合が高いが、高齢化が進行して

いる状況である。 

今後、人口減少による若い世代の人口の減少が予測される。これにより、地域の

産業における人材が不足するだけでなく、各産業の跡継ぎが減少し、産業基盤が衰

退するおそれがある。 
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資料：国勢調査
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(3) 公共施設の維持管理・更新等への影響 

庁舎や学校、公営住宅をはじめとする公共施設については、今後、時間の経過と

ともに、老朽化が進行し、いずれ大規模改修や建替え等の対策を行わなければなら

ない時期を迎える。 

今後も人口減少が続けば、公共施設の利用者は減少するとともに、高齢化の進行

により、公共施設の利用実態にも変化が生じてくることが予測される。 

そのため、公共施設の維持管理・更新等は、今後の人口減少、人口構造の変化等

の影響を含め、対応を行っていく必要がある。 

 

(4) 財政状況への影響 

阿久根市の年齢区分別の人口において、昭和 60 年の生産年齢人口割合は、6 割強

（18,367 人）であるが、平成 22 では 5 割強（12,316 人）と減少している。 

納税者である生産年齢人口が今後も減少し続けることにより、市の税収が減少す

るだけでなく、高齢者を支える世代の減少により、市の社会保障に関する費用に影

響を与えることが予測される。 
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４. 自然増減・社会増減の影響度のシミュレーション 

 

(1) シミュレーションの概要 

平成 26 年 10 月 20 日に内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局より策定さ

れた『「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・

将来人口推計』に記載されている下記の条件を用いる。 

なお、シミュレーション 1、シミュレーション 2 における合計特殊出生率は、阿

久根市の実績値をベースにして将来的に 2.1 まで上昇するものとした。 

 

シミュレーション概要 

シミュレーション 1： 自然動態：合計特殊出生率の実績値の平均値を 2030 年

までに 2.1（人口を長期的に一定に保てる水準）となる

ように上昇させ、2030 年以降は合計特殊出生率を 2.1

で推移 

シミュレーション 2： 自然動態：合計特殊出生率の実績値の平均値を 2030 年

までに 2.1（人口を長期的に一定に保てる水準）となる

ように上昇させ、2030 年以降は合計特殊出生率を 2.1

で推移 

社会動態：人口移動が均衡（転入・転出数が同数となり

移動がゼロ） 

 

(2) 合計特殊出生率の仮定値の設定 

第 2 節に示す 2010 年から 2014 年までの 5 年間の合計特殊出生率の平均値を用い

る。2015 年の合計特殊出生率を実績値の平均値（1.56）と設定し、人口置換水準（2.10）

にまで上昇する条件とした。 

 

 

 

 

 

  

シミュレーション1、2に用いる合計特殊出生率
2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

1.56 1.71 1.86 2.01 2.10
2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

2.10 2.10 2.10 2.10 2.10

独自推計
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(3) 各シミュレーション結果 

社人研のパターン 1 を基に出生率を上昇させただけのシミュレーション 1 では、

2060 年の人口は 10,348 人と、社人研の推計（パターン 1）より 1,539 人多い結果

となった。 

また、シミュレーション 1 を基に、移動人口をゼロとしたシミュレーション 2 に

おいては、2060 年の推計値は 14,751 人と、シミュレーション 1 より 4,403 人多い

結果となり、人口減少の勾配は緩やかとなる。 
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(4) 自然動態・社会動態への影響度 

自然増減の影響度については、パターン 1（社人研推計準拠）とシミュレーショ

ン 1 とを比較することで、将来人口に及ぼす出生の影響度（自然増減の影響度）を

分析することができる。 

一方、社会増減の影響度については、シミュレーション 1 とシミュレーション 2

とを比較することで、将来人口に及ぼす移動の影響度（社会増減の影響度）を分析

することができる。 

影響度については、平成 26 年 10 月 20 日に内閣官房まち・ひと・しごと創生本

部事務局の「「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動

向分析・将来人口推計」に記載の下記方法を用いる。 

 

 

以上の手法により、自然増減の影響度及び社会増減の影響度を算出すると、自然

増減と社会増減の影響度はともに「3」であり、影響が大きいことがわかる。その

ため、出生率の上昇につながる施策及び人口の社会増をもたらす施策に取り組むこ

とが効果的であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

「自然増減の影響度」  

■（シミュレーション1の平成52(2040)年の総人口／パターン1の平成52(2040)年

の総人口）の数値に応じて、以下の5段階に整理。  

「1」＝100％未満（注1）、「2」＝100～105％、「3」＝105～110％、  

「4」＝110～115％、「5」＝115％以上の増加  

（注1）：「1」=100％未満には、「パターン1（社人研推計準拠）」の将来の合計

特殊出生率に換算した仮定値が、本推計で設定した「平成42(2030)年までに2.1」

を上回っている市町村が該当する。  

「社会増減の影響度」  

■（シミュレーション2の平成52(2040)年の総人口／シミュレーション1の平成

52(2040)年の総人口）の数値に応じて、以下の5段階に整理。  

「1」＝100％未満（注2）、「2」＝100～110％、「3」＝110～120％、  

「4」＝120～130％、「5」＝130％以上の増加  

（注2）：「1」=100％未満には、「パターン1（社人研推計準拠）」の将来の純移

動率の仮定値が転入超過基調となっている市町村が該当する。  

（出典）「地域人口減少白書（2014年－2018年）」 

（一般社団法人北海道総合研究調査会、平成 26(2014)年、生産性出版） 

自然増減及び社会増減の影響度
推計項目 2040年（人） 割合 影響度

パターン1 13,588
シミュレーション1 14,495
シミュレーション1 14,495
シミュレーション2 17,106

自然増減の影
響度

107% 3

社会増減の影
響度

118% 3
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第４節 人口の将来展望 

１. 市民等の意識調査結果 

 

(1) 調査の概要 

阿久根市では、人口ビジョンと総合戦略策定の参考とするため、以下のアンケート

調査を行った。 

 

調査 NO 内  容 

1 
地域住民の結婚・出産・子育て、移住定住、雇用・就労等に関す

る意識調査・ニーズ調査 

2 
移住の希望に関する調査（UIJ ターン希望者・子育て期・退職期

の移住など） 

3 地域企業の雇用動向調査 

4 農業及び水産業事業者の雇用等動向調査 

5 高校生の将来動向調査（高校 3 年生） 

 

(2) 調査結果 

 

調査 1：地域住民の結婚・出産・子育て、移住定住、雇用・就労等に関する意識調査・

ニーズ調査 

【子どもの数】 

現在の子どもの数は、2 人以上の割合が 4 割であり、理想・予定の子どもの数は 2

人以上が 8 割で、そのうちの 3 人以上でも 4 割強を占めている。また、理想・予定の

子どもの数を実現できない理由で、4 割弱の人が経済面の制約を挙げており、最も多

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在の子どもの数（n=680） 実現できない理由（n=318）理想・予定子どもの数（n=680）
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【仕事と子育て】 

子どもがいる女性の職業の割合は、「会社員」が 3 割強、「パート・アルバイト」が

2 割半ばであり、夫との共働き等を含め、子育てをしながら働く女性は 8 割弱と多い。 

【結婚の意向】 

未婚は 4 割弱であり、そのうち 8 割強が「いずれ結婚するつもり」と結婚の意欲が

高い。また、結婚しない理由について、24 歳以下では、「まだ若すぎる」や「まだ必

要性を感じない」等の結婚しない理由が多い。25～34 歳では、「適当な相手にめぐり

会わない」等の結婚できない理由が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.3%

36.4%

27.3%

4.5%

15.9%
27.3%

6.8%
11.4%

2.3% 2.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

ま
だ
若
す
ぎ
る

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な
い

仕
事
（
学
業
）
に
う
ち
こ
み
た
い

趣
味
や
娯
楽
を
楽
し
み
た
い

独
身
の
自
由
さ
や
気
楽
さ
を
失
い

た
く
な
い

適
当
な
相
手
に
め
ぐ
り
会
わ
な
い

異
性
と
う
ま
く
つ
き
あ
え
な
い

結
婚
資
金
が
足
り
な
い

結
婚
生
活
の
た
め
の
住
居
の
め
ど
が

た
た
な
い

親
や
周
囲
が
同
意
し
な
い

【女性】24歳以下

41.5%

19.5%17.1%19.5%

4.9%

24.4%

9.8%

19.5%

0.0% 0.0%

ま
だ
若
す
ぎ
る

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な
い

仕
事
（
学
業
）に
う
ち
こ
み
た
い

趣
味
や
娯
楽
を
楽
し
み
た
い

独
身
の
自
由
さ
や
気
楽
さ
を
失
い

た
く
な
い

適
当
な
相
手
に
め
ぐ
り
会
わ
な
い

異
性
と
う
ま
く
つ
き
あ
え
な
い

結
婚
資
金
が
足
り
な
い

結
婚
生
活
の
た
め
の
住
居
の
め
ど
が

た
た
な
い

親
や
周
囲
が
同
意
し
な
い

【男性】24歳以下

結婚しない理由 結婚できない理由 結婚しない理由 結婚できない理由 

2.1%

25.5%

2.1%

21.3%
27.7%

55.3%

4.3%

12.8%
6.4%

0.0%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

ま
だ
若
す
ぎ
る

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な
い

仕
事
（学
業
）に
う
ち
こ
み
た
い

趣
味
や
娯
楽
を
楽
し
み
た
い

独
身
の
自
由
さ
や
気
楽
さ
を
失
い

た
く
な
い

適
当
な
相
手
に
め
ぐ
り
会
わ
な
い

異
性
と
う
ま
く
つ
き
あ
え
な
い

結
婚
資
金
が
足
り
な
い

結
婚
生
活
の
た
め
の
住
居
の
め
ど
が

た
た
な
い

親
や
周
囲
が
同
意
し
な
い

【女性】25～34歳

2.5%

25.0%

5.0%

20.0%

5.0%

47.5%

27.5%27.5%

0.0% 2.5%

ま
だ
若
す
ぎ
る

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な
い

仕
事
（学
業
）に
う
ち
こ
み
た
い

趣
味
や
娯
楽
を
楽
し
み
た
い

独
身
の
自
由
さ
や
気
楽
さ
を
失
い

た
く
な
い

適
当
な
相
手
に
め
ぐ
り
会
わ
な
い

異
性
と
う
ま
く
つ
き
あ
え
な
い

結
婚
資
金
が
足
り
な
い

結
婚
生
活
の
た
め
の
住
居
の
め
ど
が

た
た
な
い

親
や
周
囲
が
同
意
し
な
い

【男性】25～34歳

結婚しない理由 結婚できない理由 結婚しない理由 結婚できない理由 
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調査 2：移住の希望に関する調査 

【U ターンの意向】 

U ターンを希望している人は 4 割弱

と低く、回答者の 5 割半ばである 20

歳代でも 4 割程度である。 

  【U ターンに対する不安】 

U ターンに不安を感じている人は 7

割強であり、不安要素では「就職先」

が 7 割で最も多い。 

  【住みやすい・住み続けたいまち】 

市が住みやすい、住み続けたいと思える市にするために必要なことは「豊かな自然

の維持」及び「商店街等の地域の活性化」が 4 割強と最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査 3：地域企業の雇用動向調査 

【経営状況】 

経営状況は「どちらかと言えばよい」と「どちらかと言えば悪い」が 3 割半ばと最

も多くなっている。業種別ではよいと回答している割合が半数を超えているのは「製

造業」、「卸売業」、「電気・ガス・水道業」、「不動産業」である。 

  【雇用予定】 

今後 5 年以内の雇用予定では、新卒等は 3 割強、UIJ ターンは 2 割半ば、高年齢者

は 2 割強の企業で予定している。 
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調査 4：農業及び水産業事業者の雇用等動向調査 

【経営状況】 

経営状況は「どちらかと言えば良い」が 4 割弱と最も多くなっている。業種別では

「農業」「水産業」ともによいと回答している割合が半数を超えている。 

  【雇用状況と予定】 

今後 5 年以内の雇用予定では、新卒等は 3 割強、UIJ ターンは 4 割半ば、高年齢者

は 3 割半ばの企業で予定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査 5：高校生の将来動向調査（高校 3 年生） 

【将来の進路先と居住予定地】 

希望する就職先または進学先の場

所は、「九州圏内」と「鹿児島県内」

が 3 割弱で多い。また、鹿児島県内で

就職・進学を希望する人のうち就職で

は 4 割強、進学では 5 割強が、実家か

らの通勤・通学を考えている。 

【U ターンの意向と結婚・子育て】 

就職・進学で市外へ出る人のうち、将来的に U ターンを希望している人は 2 割強に

とどまる。また、将来阿久根市で子育てがしたい人は 1 割半ばである。 

 

 

 

 

 

  

新卒の雇用予定（n=28） UIJ ターンの雇用予定（n=28） 高年齢者の雇用予定（n=28）
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２. 目指すべき将来の方向 

 

(1) 阿久根市の課題 

① 少子高齢化の進行 

阿久根市の人口は年々減少しており、人口ピラミッドでは、若い世代は少なく、

特に 25 歳前後の女性の人口が少ない。平成 22 年国勢調査の年齢 3 区分別人口構

成では、老年人口の割合が 3 割半ばであり、鹿児島県よりも 8.7 ポイント高く、

超高齢社会を推移している。 

移住の希望に関する調査では、阿久根市への Uターン希望者は 4割弱と少なく、

高校生アンケートでも市外に就職や進学後、阿久根市に住みたい（U ターンした

い）人は 2 割強と非常に少ない。 

人口減少の中、阿久根市への移住希望者の状況を把握し、若い世代の減少に歯

止めをかけることが課題である。 

 

② 未婚率と結婚の意識 

阿久根市の合計特殊出生率は、鹿児島県と比べ低く、未婚率は増加傾向であり、

晩婚化が進んでいる状況である。 

地域住民のアンケート調査をみると、未婚者は 4 割弱であり、その内 8 割強が

「いずれ結婚するつもり」と回答しており、結婚への意欲は高い。しかし、結婚

しない理由では、24 歳以下は、「まだ若すぎる」等の結婚しない理由が多く、25

～34 歳は、「適当な相手にめぐり会わない」等が最も多い。結婚への支援につい

ては、年齢の若い人や年収が高くない人では、資金貸与や補助支援が多く、年齢

が上がると出会いの場を求めている。 

晩婚化の進行は、結婚の意思はあるが、年齢による結婚への考え方の違いや結

婚ができない理由によって引き起こされた問題である。そのため、結婚への意識

向上とともに、結婚したいが、結婚ができない状況を改善し、阿久根市での結婚

がしやすい環境づくりや結婚への意識向上が課題である。 

 

③ 出生数の減少と子育てに関する支援 

阿久根市の自然動態では、出生数が死亡数を下回る自然減が続いており、出生

数と死亡数の差は年々開きつつある。 
地域住民のアンケート調査では、現在の子どもの数と理想・予定の子どもの数

が異なる理由として、経済的な制約を挙げる人が多い。また、子どもがいる母親

の多くは「パート・アルバイト」や「会社員」として働いており、共働き等を含

め子育てしながら働いている女性は 8 割弱である。 

子育てに関する支援については、経済的支援を求めている人は多い。 

子どもを産みやすい環境づくりや働きながらでも子育てがしやすいまちづく

りを行うことが課題である。  
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④ 安定的な雇用 

阿久根市の産業別就業者構成比では、鹿児島県よりも第 1 次産業の就業者の割

合が高く、農業や林業の就業者の割合が多い状況である。しかし、第 1 次産業で

は高齢化が進んでいるとともに、就業者数は平成 2 年以降減少し続けている。 

企業への雇用動向調査では、経営状況はよい企業、悪い企業と両方あり、経営

状況がよい企業の今後の雇用予定は、悪い企業よりも若干多い。 
高校生のアンケートでは、阿久根市に住み続けたいと思うために必要なことと

して、希望する雇用があることが最も多く、阿久根市で就職するためには安定し

た給料が必要であると回答している。 

移住の希望に関する調査では、U ターンを希望している人の 7 割以上が U ター

ンに不安を感じており、その不安要素は「就職先」が最も多い。 

そのため、経済状況を上向かせ、地域雇用を増やすとともに、地域企業と連携

を図りながら、若者や阿久根市に戻りたいと感じている人が望む安定的な雇用や

新たな雇用の場を創出することが課題である。 

 

⑤ 安心して暮らせるまちづくり 

地域住民へのアンケート調査における住みやすい環境づくりにおいて、就労支

援や子育てのしやすい環境づくりが多く挙げられている。移住の希望に関する調

査では、住みやすいまちづくりについて、就労支援や商店街等の地域の活性化が

多く挙げられている。 
そのため、行政だけでなく、市民、企業等さまざまな人が協力しあい、安心し

て暮らせるまちづくりを進めるとともに、U ターン等で転入してきた人を温かく

迎え入れる環境づくりが課題である。 
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(2) 目指すべき将来の方向 

 

阿久根市の現況分析や人口の変化が将来に与える影響、市民や企業等のアンケー

ト調査等を踏まえ、目指すべき将来の方向を以下のように定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方向 3 

 安心して結婚・出産・子育てができる住みたいまち阿久根の実現 

方向 4 

 自然と共生した快適で住みよいまち阿久根の実現 

方向 2 

地域の魅力を生かした、人と人が交流するまちの実現 

方向 1 

地域資源を生かした産業の振興により新たな雇用の創出を図る 
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３. 人口の将来展望 

 

(1) 市の将来目標人口 

 

第 3 節の自然増減・社会増減への影響分析により、人口対策の効果が十分実現すれ

ば、社人研の推計よりも人口減少の勾配は緩やかとすることが可能であることが検証

され、アンケート調査により市の課題が明らかとなった。 

現況や検証結果等を踏まえ、阿久根市では、合計特殊出生率を 2020 年までに 1.60、

2040 年までに 2.07 とし、社会増減が転出超過となっている状況を 2040 年では転出数

と転入数がバランスし、その後は転入増となるよう、各種施策による効果を積み上げ、

2060 年の目標人口を 12,600 人とする。 

 

2060 年目標人口： 12,600 人 
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第２章 総合戦略 

第１節 総合戦略の基本的な考え方 

１. 基本的な考え方 

 

我が国の人口は、平成 20 年をピークに減少となっており、国立社会保障・人口問題

研究所（以降「社人研」という。）が平成 24 年１月に推計した日本の将来推計人口によ

ると、2060 年には 8,700 万人程度、2100 年には 4,300 万人程度まで減少すると推計さ

れている。 

 

このような中、国においては、人口急減・超高齢化という大きな課題に対し、政府一

体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を生かした自律的で持続的な社会を創生

できるよう、平成 26 年 9 月に「まち・ひと・しごと創生本部」を設置し、同年 11 月に

「まち・ひと・しごと創生法」を制定するとともに、12 月には「まち・ひと・しごと創

生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が決定された。 

まち・ひと・しごと創生とは、国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生

活を安心して営むことができる地域社会を形成すること、地域社会を担う個性豊かで多

様な人材について確保を図ること及び地域における魅力ある多様な就業の機会を創出

することの一体的な推進を図ることである。 

 

本計画は、阿久根市における将来の展望、今後 5 年間の目標や施策の基本的方向、具

体的施策を取りまとめるものである。 

 

 

２. 総合戦略の対象期間 

 

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を踏まえ、阿久根市の総合戦略の対象期間

は、平成 27(2015）年度から平成 31(2019)年度までとする。 

 

対象期間：平成 27 年度～平成 31 年度 
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３. 上位計画等との関係 

 

阿久根市の第 5 次総合計画が 10 年間の計画として平成 22 年 11 月に策定され、ある

べきまちの姿を「自然と人が共生するまち」と設定している。 

また、計画期間を平成 27 年度までとした阿久根市過疎地域自立促進計画が平成 22 年

に策定されており、平成 28 年度からの次期計画の策定中である。 

したがって総合戦略は、第5次総合計画及び過疎地域自立促進計画との整合性を図り、

かつ次期の総合計画、次期の過疎地域自立促進計画にも連続性があるものとすべく考慮

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国が策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方、政策

5 原則を背景として、4 つの「基本目標」に沿った形式で阿久根市の総合戦略を策定す

る。 

  

次期総合計画 H32～第 5 次総合計画 H22～H31

総合戦略 H27～H31

過疎計画 H22～H27 次期過疎計画 H28～H32
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第５次阿久根市総合計画（H22 年～H31 年） 

 

あるべきまちの姿 

「自然と人が共生するまち」 

 

理念 

まちづくりの共通の考え方 

「住んでいるまち」から「住んでよかったまち」 

そして，「住みたいまち」へ 
 

基本目標 

 

１．誰もが安心していきいきと暮らせるまち 

２．自然と共生し快適で住みよいまち 

３．地域の特性を生かし豊かさが実感できるまち 

４．豊かな人と文化をはぐくみ瞳かがやくまち 

５．一人ひとりが主役の誇りを持てるまち 
 

 

 

阿久根市過疎地自立促進計画（H22 年 4 月 1 日～H28 年 3 月 31 日） 

 

基本的施策 

１．産業の振興 

２．交通通信体系の整備，情報化及び地域間交流の促進 

３．生活環境の整備 

４．高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

５．医療の確保 

６．教育の振興 

７．地域文化の振興 

８．集落の整備 

９．その他地域の自立促進に関し必要な事項 
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 国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 
１．基本的な考え方 
 

（1）人口減少と地域経済縮小の克服 

①東京一極集中を是正する。 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。 

③地域の特性に即して地域課題を解決する。 

 

（2）まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

・「しごとの創生」：雇用の室の確保・向上、雇用の量の確保・拡大 

・「ひとの創生」：地方への就労の促進、移住定住促進、結婚・子育て支援 

・「まちの創生」：安全・安心な環境の確保、都市のコンパクト化、交通ネットワーク

の形成、広域連携等 

 

 

２．「まち・ひと・しごと創生」政策５原則 

 

（1）自立性 

各施策が構造的な問題に対処し、地方公共団体等の自立につながるものとする。 

 

（2）将来性 

地方が自主的かつ主体的に、前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。 

 

（3）地域性 

各地域の実態に合った施策を支援することとし、各地域は客観的データに基づき実状

分析や将来予測を行い、「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するととも

に、同戦略に沿った施策を実施できる枠組みを整備する。 

 

（4）直接性 

限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、施策を集中的に実施する。

住民代表に加え、産官学金労の連携を促すことにより、政策の効果をより高める工夫

を行う。 

 

（5）結果重視 

明確な PDCA メカニズムの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効果

を客観的な指標により検証し、必要な改善等を行う。 

 
 

３．４つの「基本目標」 
 

 「地方における安定した雇用を創出する」 

 「地方への新しいひとの流れをつくる」 

 「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」 

 「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、 

 地域と地域を連携する」 
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第２節 阿久根市の課題と方向性 

 

 人口減少と超高齢社会の緩和 

阿久根市はすでに超高齢社会となっているなかで、今後の人口減少はますます加

速する予測であり、「地方消滅論」どおりの結末が危惧される状況にある。前章にお

いて、阿久根市の人口減少の緩和のためには、人口の自然減と社会減を同時に改善

することが必要であるという結果が出ている。 

自然減の緩和のためには、未婚率の増加や晩婚化の対策として、結婚への意識向

上とともに、結婚しやすい環境づくりや結婚への意識向上を促すための取組や、子

どもを産みやすい環境や、多くの女性が働く割合が高い中で働きながらでも子育て

がしやすい環境づくりの取り組みが必要となる。 
社会減の緩和のためには、移住や U・I ターンの促進のための取組、若い世代の

減少に歯止めをかけるための取組等の直接的な施策が必要である。しかし、それら

の取組が大きな効果を生むためには、産業や観光の活性化、まちの魅力の向上、安

心して暮らせるまちの実現など、「住みたいまち」となるための様々な要素の改善・

向上を目指した取り組みを地道に進めることが欠かせない。 

 

 食の関連産業全体の振興 

阿久根市は、美しい海岸線や紫尾山系に連なる緑の大地に恵まれ、温暖な気候と

相まって、その豊かな自然を生かした農林業や水産業は重要な基幹産業となってい

る。また、その農畜産物や林産物、魚介類は生鮮品のみならず、それらを原料とす

る食料品製造加工業などの関連産業の源となっており、「アクネうまいネ自然だネ」

のブランドで海の幸・山の幸は人々に広く親しまれている。 

しかしながら、基幹産業である第一次産業では高齢化が進んでいるとともに、従

業者数が大きく減少し続けており、衰退の危機にある。 

阿久根市の持続可能な発展のために、この地域の豊かな自然や、そこから生み出

される良質な食やサービスなどの地域資源を、さらに付加価値を高め、情報発信を

行うことにより、第一次産業をはじめとして、製造業、商業、観光など、幅広い食

の関連産業の振興発展を目指す。 

 

 観光ポテンシャルの活用 

阿久根市は、海や山に囲まれ、直接体感できる自然や豊かな食材など、多くの素

材に恵まれており、地域に根ざした独自の歴史や文化など、多くの観光資源を有し

ているものの、そのポテンシャルを充分に活用できていない状況にある。 

交流人口の拡大は、阿久根市の知名度を高め、ひいては定住人口の増加にもつな

がる可能性を持っている。したがって、恵まれた自然や新鮮な食材などの地域資源

を生かした観光の活性化、阿久根ブランドの確立、広報活動など、観光面における

様々な取り組みが望まれる。 
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 交通ポテンシャルの向上を見通したまちづくり 

阿久根市は、これまで高速交通体系の整備から取り残されていた。しかし、平成

２７年３月に一部区間が市内で初めて供用開始された南九州西回り自動車道は、近

い将来に鹿児島～八代間を結ぶ全線開通が見込まれる。さらに、鹿児島空港につな

がる北薩横断道路や島原天草長島連絡道路が市内で交わる計画があり、交通や物流

の拠点となりうる高いポテンシャルを秘めている。 

これらをふまえ、人やモノが活発に交流する地域づくりを目指すとともに、１０

年後、３０年後、５０年後の中長期的な視点に立ったまちづくりを進める契機とす

る。 

 

 歴史・文化の継承 

阿久根市は、古くから海に開かれたまちとして海運業や商業が栄え、「３月１０日

祭り」や「えびす祭り」などの航海や商売にまつわる祭りが伝わっており、県指定

無形民俗文化財の神舞（かんめ）など、数々の地域固有の祭りや伝統芸能が脈々と

継承されている。さらに、郷土愛あふれる本市独自の良き伝統として「華の５０歳

組」というイベントも６０年以上も受け継がれている。 

先人達が築き、脈々と受け継がれてきた歴史や文化を、地域固有の資源として生

かすとともに、地域の財産としてしっかりと継承し、次の世代、さらに次の世代へ

と引き継いでいけるようなふるさとづくりを目指す。 
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第３節 施策目標 

1. 基本目標 

 

阿久根市総合戦略では、第 5 次阿久根市総合計画及び国のまち・ひと・しごと創生総合

戦略を踏まえた上で、現状の課題を解決するため、次の 4 つの基本目標を設定する。 

 

■基本目標１ 

「アクネうまいネ自然だネ」 

～阿久根の「うまい」と「自然」を生かしたしごとをつくる

 

【基本方向】 

阿久根市は県立自然公園の指定を受ける海岸線と阿久根大島などの島々をはじめと

して、東シナ海に面した総延長 40km にも及ぶ海岸線、北薩地域の最高峰である紫尾山

系の山々などの美しい豊かな自然に恵まれている。 

その豊かな自然の産物である豊富な海の幸、山の幸は、本市の基幹産業でもある農林

水産業の源であり、それらの産物を生かした食品関連の製造業の発展にも寄与してきた。

昭和 63 年から、市の特産品には「アクネうまいネ自然だネ」を統一ブランドマークとして販

売促進を図り、「食のまち阿久根」としてのイメージ向上に努めてきた中で、「うに丼祭り」

や「伊勢えび祭り」などの、毎年開催している食のイベントには多くの人が訪れる。 

これらの「自然」と「食」という阿久根市の地域資源をベースとして、それを最大限に活

用するだけでなく、更に発展させた取り組みを推し進めることで、第一次産業をはじめ地元

商工業を応援することで地域経済を活性化させ、魅力的な就業機会の創出につなげる。 

 

数値目標 基準値 目標値 

雇用創出数 － 5 年間で 100 人 

市内総生産額 610 億円（平成 24 年度） 640 億円（平成 31 年度） 

（5％増） 

 

 

  

＜重点目標＞ 
1-① 第一次産業を応援する 

1-② 商工業を応援する 

1-③ まちを「うまい」で満たし、「うまい」を広める 
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○ 具体的な施策 

重点目標 1-① 第一次産業を応援する  
【施策の方向性】 
 市の基幹産業である第一次産業は、経営環境の厳しさと同時に、高齢化と担い手不

足で衰退の危機にある。第一次産業の競争力を強化するための基盤整備や流通対策

を進め、基幹産業としての第一次産業の活性化を図る。 
 農業や漁業を支える担い手不足が深刻化している中、新規就農者や漁業後継者に対

する支援を行うとともに、資機材の有効活用を行うことで、第一次産業を担う人材

を確保・育成し、地域の基幹産業としての振興を図る。 
 食のまち阿久根の源でもある本市の豊かな自然や資源を保全しながら活用する取り

組みを進めることにより、将来にわたりその恵みを享受しながら、豊かな食の関連

産業としての振興を図る。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

制度活用による第一次産業新規

就業者数 
－ 50 人（4 年間） 

たけのこ生産量 516 トン（平成 24～26 年

度の平均） 
620 トン 

学校給食における地元産使用率 15.4％（平成 26 年度） 25.4％ 

耕作放棄地の解消 － 1.5ha（5 年間） 

 
 

【個別施策・事業】 
 新規就農者支援事業（青壮年世代） 
 漁業後継者就業支援事業 
 学校給食における地産地消の推進 
 農業競争力強化基盤整備事業（阿久根南部地区） 
 水産物流通対策事業（氷代補助、水揚げ誘致活動、水産物流通先開拓） 
 豊かな海づくり事業（種苗放流・磯焼け対策・イカシバ事業） 
 竹林改良促進支援事業（たけのこ産地化事業） 
 耕作放棄地解消対策事業 

 
 

重点目標 1-② 商工業を応援する  
【施策の方向性】 
 第一次産業の活性化とともに、地域の農林水産物を生かした食料品製造業や商業、
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観光など、食の関連産業をはじめとする地場産業は、地域における重要な雇用の場

となっている。地元の商工業の新規創業と経営安定を図る取り組みを進め、市の産

業全体の底上げと同時に雇用の拡大を目指す。 
 地元金融機関や大学との協働事業による販路拡大や阿久根ブランドの情報発信等に

努める。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

制度活用による雇用の増加 － 12 人 

新規創業支援件数 5 件（平成 26 年度） 10 件 

小規模事業所減少数の低減 31件（平成22～26年度） 10 件（5年間） 

 

【個別施策・事業】 
 地元商工業者育成・支援事業（創業支援ネットワーク体制の構築、創業支援、中小企

業融資・利子補給事業） 
 地元商工業後継者育成支援事業（研修支援） 
 産官学金連携事業 

 
 

重点目標 1-③ まちを「うまい」で満たし、「うまい」を広める  
【施策の方向性】 
 農林産物の有害鳥獣による被害を減らすとともに、駆除した野生獣を地域の貴重な

資源ととらえ、「ジビエ」として有効活用することにより、新たな食のブランド化に

つなげる。 
 農林水産業の高収益化と「食のまち阿久根」のイメージ拡大を目的として、6 次産業

化につながる新たな食の加工品を生み出す取り組みと、その知名度向上、販路拡大

のための様々な取り組みを同時に進める。 
 農業や食品など特色ある学科があり、地元食材を用いた「３年Ａ組」シリーズでも

知られる地元高校の地域に密着した取り組みを支援することにより、産官学が連携

した阿久根ブランドの創造と、これからの地場産業を担う人材育成につなげる。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

イベント来場者数 － 10,000 人（５年間） 

高校生・大学生によるイベント参加

回数 
－ 年 10 回 

都市部における阿久根の産物を

取り扱う飲食店の新規開拓 
－ 10 件（5 年間） 
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商談成約数 － 30 件（5年間） 

【個別施策・事業】 
 ジビエ料理普及事業 
 「うんまかもんで腹いっぺ」 阿久根をまるごと食するバーベキュー 
 阿久根ファン創出事業（阿久根ブランド確立事業） 
 販路開拓・拡大支援（商談会出展事業） 
 飲食店魅力向上事業 
 高校生・大学生による「うまい」まちづくり事業 
 「食」のイベント開催 
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■基本目標 2 

阿久根の「みどこい」を生かした人と人がつながるまちをつくる 

 

【基本方向】 

豊かな自然環境やその自然に育まれた食をはじめとした阿久根市の既存の「魅力（み

どこい）」だけでなく、新たな阿久根市の「魅力（みどこい）」を創出した上で、「行ってみたい」

「住みたい」と思えるような魅力（みどこい）あふれる阿久根市の姿を市内外に発信する。 

また阿久根市では、50 歳という節目の歳に、全国各地から帰省し、母校の運動会へ参

加する「華の50歳組」と呼ばれている阿久根市特有の伝統行事があり、これは、同級生が

一堂に会し、お互いの無事を喜び、亡師・亡友の慰霊を行うとともに、童心にかえって競技

に参加して旧交を温め、連帯感を深める同窓会としての意味合いも強く、市外の居住者も

含めた阿久根市出身者たちが絆を深める機会となっている。 

こうした人と人をつなぐ取り組みを精力的に進めることで、市外からの移住定住、若者

の地元定住等の促進、本市への交流人口の拡大を図ると同時に、阿久根市の地域力を

高めることを目指す。 

さらに、今後進む高速交通道路網の整備を見据え、中長期的な視点から、地域間の連

携を促進し、人やモノが活発に行き来する交通や交流の拠点づくりを目指す。 

 

数値目標 基準値 目標値 

支援策による移住者数 － 200 人（５年間） 

年間観光入込客数 452,000 人（H26 年） 520,000 人（平成 31 年）

（15％増） 

 

 

 

 

 

 

○ 具体的な施策 

重点目標 2-① 阿久根に住む人を増やす（移住定住環境の充実）  
【施策の方向性】 
 阿久根市への移住・定住を推し進めるための取り組みとして、移住者に対する直接

的な経済面の支援とともに、移住定住のための空き家を活用する施策、またそれら

の移住定住支援策の積極的な PR を行っていく。 

＜重点目標＞ 

2-① 阿久根に住む人を増やす（移住定住環境の充実） 

2-② 阿久根に来る人を増やす（交流人口の増大） 

2-② 阿久根のファンを増やす 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

移住件数 － 50 世帯（5 年間） 

地域おこし協力隊の登用 － 15 人（5 年間） 

空き家活用 － 15 件（3 年間） 

 

【個別施策・事業】 
 移住定住促進事業 
 地域おこし協力隊を活用した移住定住の促進 
 地域おこし協力隊による移住定住サポート事業 
 空き家活用支援事業 

 

重点目標 2-② 阿久根に来る人を増やす（交流人口の増大）  
【施策の方向性】 
 阿久根の魅力（みどこい）を対外的に発信し、またその魅力（みどこい）を実際に

見て体験してもらうための様々な取り組みの量の拡大と質の向上を図ることで、阿

久根市に来てみたい、また来たいと思う人の数を増やすことを目指す。 
 野生鹿が棲み名勝松のある阿久根大島など、他に類を見ない観光地としての整備を

推進するとともに、観光資源としての阿久根の恵まれた自然環境の利活用と保全に

取り組む。 
 平成３０年に明治維新１５０年を迎えることから、鹿児島県への観光客の増加が見込まれ

る。本市に残る旧薩摩街道や薩摩藩の御用商人であった河南源兵衛、第４代外務卿とな

った寺島宗則など歴史資源を活用した観光地づくりに努め、北薩摩周遊ルートに位置づけ

て誘客を図る。 
 阿久根と長島の間に流れる黒之瀬戸海峡は，日本三大急潮のひとつとして名高く，

古くから「はやひとのさつまのせと」として知られ，万葉集にもここを詠んだ歌が

２首収められていることから，万葉集南限の地であることと雄大な自然景観を活か

した観光地としての整備を行う。 
 近い将来の南九州西回り自動車道全線開通を見据え、地域間の連携を促進し、人やモノ

が活発に行き来する交通や交流の拠点づくりをはじめとする、地域振興策について検討を

進める。 
 九州風景街道の新たなルートとして平成２７年８月に承認された「薩摩よりみち風景街道」

（注）について、地域間の連携により、地域の活性化、観光の振興に取り組む。 
（注）「薩摩よりみち風景街道」：長島町、阿久根市、出水市、薩摩川内市、いちき串木野市、日置市（５市１町）を通る国

道３号、国道３８９号等を中心とするルート。「道」をテーマに、地域ならではの風景や自然、歴史、文化などの地域資源

を生かした活動を展開する。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

観光客数 － 50,000 人増（5 年間） 

外国人観光客数 － 500 人増（5 年間） 

民泊をする修学旅行生 43 人（平成 26 年度） 400 人（5 年間） 

体験型交流事業 － 5 地区 

 
 
【個別施策・事業】 

 阿久根大島等整備事業 
 自然保護と観光地づくり 
 民泊推進事業 
 阿久根みどこい祭り 
 阿久根はな＊ＨＡＮＡ＊華まつり 
 歴史資源を生かした観光地づくり 

 
 

重点目標 2-③ 阿久根のファンを増やす  
【施策の方向性】 
 阿久根市出身者を中心として、愛着を持って阿久根市を外から支える準市民とも言

える人々とのつながりを大切にする取り組みを強め、交流人口の拡大を進める。 
 交流人口のさらなる増加につなげ、地域経済の発展と地域活性化を図るため、地域

の観光資源に関する情報を国内外に発信する観光サイトの構築や地域資源を活用し

た体験ツアーや民泊事業を推進する。また、行政や観光連盟、事業者等が一体とな

り魅力ある観光地づくりを進めるＤＭＯ（注）の導入を推進する。 
（注）ＤＭＯ：「Destination Management/Marketing Organization」の略称。様々な観光資源を組み合わせた観光地

の一体的なブランドづくり・ウェブ・ＳＮＳ等を活用した情報発信、プロモーション、効果的なマーケティング、戦略策定等

について、地域が主体となって行う観光地づくりの推進主体。 
 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

華の 50 歳組参加率 69.8％（平成 24 年度から

26 年度までの平均） 
75.0％ 

新たに開設する観光サイトへのアク

セス数 

－ 50,000 件 

ふるさと納税件数 24 件（平成 26 年度） 6,000 件 
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【個別施策・事業】 
 華の 50 歳組継承支援事業 
 阿久根ファン創出事業（Ｗｉ-Ｆｉ環境整備事業、観光サイト構築事業） 
 阿久根体験ツアー 
 ふるさと納税の推進 
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■基本目標 3 

安心して結婚・出産・子育てができる「笑顔あふれる」まちをつくる 

 

【基本方向】 

誰もが安心して結婚・出産・子育てをしやすい環境を創るために、従来から行っている

様々な取り組みを継続・拡大していくと同時に、新たな取り組みを加えて、阿久根市での

生活を強力にサポートする。 

また、地域での支え合いや見守りができるコミュニティが整った環境など、物心両面か

らサポートできる環境を形成するとともに、教育においても子どもたちが充実した学校生活

を送ることができるような環境づくりを推進することにより、すべての子どもたちが家庭や

地域に見守られながら健やかに成長することができ、保護者が、子どもたちが成長してい

く過程に喜びを感じながら安心して子育てができる「笑顔あふれる」まちを実現する。 

 

数値目標 基準値 目標値 

合計特殊出生率 1.54（平成 25 年度） 1.60（平成 31 年度） 

婚姻数 77 件(平成 26 年度) 85 件（平成 31 年度） 

 

 

 

 

 

 
 
○ 具体的な施策 

 

重点目標 3-① 出会い・結婚を支援する  
【施策の方向性】 
 市民アンケートの結果によると、未婚者の結婚していない理由として、「異性と知り

合う機会がない」、「結婚の必要性を感じない」という項目が多い状況にある。出生

率の低下に歯止めをかける少子化対策の基本として、婚姻数を増やすための施策に

取り組んでいく。 
 独身者の出会いのサポートだけでなく、結婚に向けたスキルアップや結婚・子育て

に希望を持てる意識の醸成など、結婚に関連する多様なサポートを行う。 
 
 
 

＜重点目標＞ 

3-① 出会い・結婚を支援する 

3-② 出産を支援する 

3-③ 子育て・教育を支援する 

-55-



重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

サポート事業参加者 － 500 人（5 年間） 

セミナー等の参加者 － 400 人（2 年間） 

 

【個別施策・事業】 
 「阿久根で縁結び」出会いサポート事業 
 少子化対策事業（平成 28～29 年度） 

 
 

重点目標 3-② 出産を支援する  
【施策の方向性】 
 妊娠・出産に関する不安を解消し、安心して子供を産むことができる環境づくりの

ために、従来から行っている取り組みを継続していく。 
 不妊治療費の助成や妊娠期・乳児に対するサポートなどの事業に対し、さらなる質

の向上を図る。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

両親学級の参加率 26.4％（平成２６年度） 40％ 

利用世帯の満足度 － 80％ 

 

【個別施策・事業】 
 特定不妊治療費助成事業 
 両親学級 
 乳児家庭全戸訪問事業 

 
 

重点目標 3-③ 子育て・教育を支援する  
【施策の方向性】 
 安心して子育てができる環境の構築を目指して、子育て支援として従来から行って

いる様々な取り組みの継続・拡充によって、支援施策の質と量の充実を図る。 
 子どもたちが、充実した学校生活を送ることができるような環境づくりを推進する

とともに、保護者が安心して子育てができる環境づくりを推進する。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

年間出生児数 135 人（平成 23～26 まで

の平均） 
145 人（H31） 

相談事業による就業・転職の実施 － 2 人 

子育て支援施設利用者の満足度 － 80％ 

学力向上（英語・理科） 
－ 

各学年県平均よりも+2 ポ

イント 

不登校児童生徒の出現率 
－ 

小・中学校とも県平均出

現率を下回る 

 

【個別施策・事業】 
 出生祝い商品券支給事業 
 卒業祝い商品券等支給事業 
 阿久根市奨学金（貸付）事業 
 母子家庭等総合支援事業 
 子ども医療費助成事業 
 保育利用料軽減事業 
 障がい児保育事業 
 子育て支援拠点事業 
 学力向上支援員配置事業（英語・理科） 
 特別支援教育支援員配置事業 
 スクールソーシャルワーカー等配置事業 
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■基本目標 4 

「自然と人が共生する」快適で住みよいまちをつくる 

 

【基本方向】 

第 5 次阿久根市総合計画で、自然と人間、人と人の良好な関係をさらに深めた「自然と

人が共生するまち」をあるべきまちの姿として掲げている。また、安全性や生活環境の快

適さは暮らしやすさの原点であり、市民が「住んでよかった」と思えるまちづくりの基本でも

ある。 

市の財産である豊かな自然を保ち、自然からの豊穣な恵みを享受し続けることができ

る阿久根市の恵まれた環境を次世代に引き継ぐための取り組みと、快適な生活を送るた

めに必要な取り組みの両輪を、バランスを取りながら推し進めることで、市民が健やかに

自分らしい生活を送ることができ、お互いに支え合いながら、誰もが愛着や自信をもって

笑顔で安心して暮らせる阿久根市を実現する。 

 

数値目標 基準値 目標値 

自主防災組織率 80.89％（平成 26 年度） 85.0％（平成 31 年度） 

自治会加入率 77.8％（平成 26 年度） 85.0％（平成 31 年度） 

 

 

 

 

 

 
 

○ 具体的な施策 
 

重点目標 4-① 快適で住みよいまちにする  
【施策の方向性】 
 少子高齢化と人口減少によって良好なコミュニティの存続が危惧される地域が増え

つつある。安心して快適に暮らせる地域を形成するため、従来からの地域コミュニ

ティの維持を図る取り組みを拡充していく。さらに、小さな拠点づくりなど、将来

的に持続可能な地域コミュニティの在り方についても検討を進め、活力ある地域づ

くりを目指す。 
 地域資源としての再生可能エネルギーを生み出し、またそのエネルギーの地産地消

による自然と人が共生できる循環型社会の構築を目指すための取り組みを進める。 
 ３人に１人以上が６５歳以上の高齢者となっている本市においては、高齢者の健康

＜重点目標＞ 

4-① 快適で住みよいまちにする 

4-② 自然環境を守り育てる 

4-③ 防災体制を強化する 
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増進と生きがい創出が、地域の活性化にもつながることから、高齢者を地域で見守

り支えあう体制づくりや、健康づくり事業などを推進するとともに、元気な高齢者

の移住や社会参画による生涯活躍のまち（ＣＣＲＣ）（注）構想の検討等に取り組み

ながら、地域で安心・自立して暮らし続けることのできる地域社会づくりを目指す。 
（注）ＣＣＲＣ：「Continuing Care Retirement Community 」の略称。米国で積極的に取組まれているもので、日

本版ＣＣＲＣ構想は、「東京圏をはじめとする地域の高齢者が、希望に応じ地方や「まちなか」に移り住み、多

世代と交流しながら健康でアクティブな生活を送り、必要な医療介護を受けることができる地域づくりを目指

すもの」とされる。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

ラジオ体操参加者数 － 1,000 人 

地域づくりによる介護予防教室数

の実施 
－ 5 年間 75 地区 

ボランティア等の生活支援の担い

手数 
－ 200 人 

認知症サポーター養成者数 1,000 人（平成 26 年度） 2,500 人 

 

【個別施策・事業】 
 地域づくり活動支援事業 
 再生可能エネルギービジョン策定及び導入促進事業 
 高齢者地域見守り・支えあい事業 
 健康づくり事業（ラジオ体操推進事業） 
 地域介護予防活動支援事業 
 一般介護予防推進事業 
 生活支援体制整備事業 
 認知症施策推進事業 

 
 

重点目標 4-② 自然環境を守り育てる  
【施策の方向性】 
 阿久根市が誇る豊かな自然環境を大切に守り、次世代に引き継いでいくための取り

組みとして、自然の中でも最も象徴的な海岸の美観を守る取り組みを強化する。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年） 

３海水浴場の入込客数 29,976 人（平成 26 年） 30,000 人 
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【個別施策・事業】 
 クリーンビーチあくね 

 
 

重点目標 4-③ 防災体制を強化する  
【施策の方向性】 
 住みたいまち、住み続けたいまちであるための最も基本的な条件となる安全なまち

を実現し、維持していくために防災体制の強化を図る。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値（平成 31 年度） 

消防団員欠員 5 人（平成２６年度） 0 人 

市民おたすけ隊員 － 800 人（5 年間） 

危険住宅の解体数 － 20 件（５年間） 

 

【個別施策・事業】 
 消防団活動支援事業（家族表彰、車両・装備品の整備） 
 市民安心安全まちづくり事業 
 危険空き家の解消（空き家実態調査委託事業・空き家等解体事業費補助） 
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第４節 施策目標設定と施策検証の枠組み 

 

施策の基本目標については、阿久根市人口ビジョンの目指すべき将来の方向を踏まえ、

実現すべき成果（アウトカム）を重視した数値目標を設定する。 
また、政策分野ごとに、講ずべき施策の基本的方向と具体的な施策を盛り込み、具体

的な施策ごとに客観的な重要業績価指標（KPI）を設定する。 
なお、設定した数値目標等を基に、戦略や実施した施策・事業の効果を外部有識者

等の参画により検証し、改善につなげることにより、PDCA サイクルを確立する。 
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